
 

総 務 部 

 

１．会員の指導、連絡、人事に関する事項 

 

  

 

     

    

（１）綱紀、苦情等の対応

① 綱紀調査委員会へ調査付託した事案 １件

② 法務局へ司法書士法施行規則４２条３項により報告した事案 ０件

③ 法務局へ司法書士法６０条により報告した事案 ０件 

 

       

 

④ 量定意見小理事会の量定意見決定事案 １件

平成２８年度第１号

⑤ 注意勧告小理事会の決議事案 ０件

⑥ 松山地方法務局長による処分 １件 

       

 

 

 

 

 

平成２６年度第５号（業務停止３か月）

⑦ 綱紀調査委員会調査中の事案 １件

⑧ 綱紀調査委員会調査が終了した事案 ０件

⑨ 苦情等 １１件

受任事件の放置    ３件

業務処理に対する不満 ５件

その他        ３件 

 

 

    

 

    

  (２）会員としての責任、役割分担

① 連合会役員選挙の予選制導入、マネーローンダリング等に関する四国ブロ

ック担当者会議（徳島）

② 九州・中国・四国ブロック内司法書士会会長連絡協議会（高知） 

 

 

 

（３）登録調査の実施

① 新入会員（８名）の登録調査の実施

② 転入会員（１名）の登録調査の実施 

 

（４）復興支援対策本部設置 

 

２．会及び会員の業務等に関する事項 

 

(１) 司法書士法施行規則第４１条の２の規定による調査（後記７のとおり） 



 (２) 全員加入司法書士業務賠償責任保険及び個人情報漏えい保険の加入契約 

    団体司法書士賠償責任保険（任意）及び団体個人情報漏えい保険（任意） 

への加入促進 

    司法書士賠償責任保険事故平成３０年度支払事例０件 

 

   団体司法書士賠償責任保険（任意）契約の加入状況 

                                           平成３１年３月３１日現在 

 加入会員数   １９０名 

 

     

   団体個人情報漏えい保険（任意）契約の加入状況 

                                           平成３１年３月３１日現在 

 加入会員数     ４４名 

 

(３) 司法書士国民年金基金の案内 

 

 加入状況              平成３１年３月３１日 現在 

会員数 １２０名 対象者 ９１名（昭和３５年以降に生まれた方）  

当基金加入状況  

現在加入中 １８名  

      ６０才到達者４０名（受給者３６名 待機者４名） 

従事者（補助者を含む）加入状況 

      現在加入中  ６名 

      ６０才到達者１３名（受給者１２名 待機者１名） 

 

(４) 長期相続登記未了土地解消作業に関する入札のための受託団組成 

 

（５）不在者・相続財産管理人候補者の推薦 

 

３．会則、規則、規程等に関する事項 

 

(１) 会則、規則、規程等の制定、改正等 

① 愛媛県司法書士会紛議調停規則一部改正 

② 愛媛県司法書士会紛議調停細則一部改正 

③ 愛媛県司法書士会会則一部改正（別紙第１入会金及び会費） 

④ 愛媛県司法書士会職印の届出及び証明等手続規程一部改正 

⑤ 愛媛県司法書士会職印の届出及び証明等手続準則一部改正 

 



 (２) 規則、規程等の改正等履歴整理作業 

４．事務局に関する事項 

 

 (１) 事務局職員の福利厚生 

(２) 事務局職員の健康診断 

(３) 事務局職員の採用 

 

５．合同会館に関する事項 

 

(１) 合同会館管理運営合同委員会の開催 

(２) 消防用設備等の点検実施（土地家屋調査士会と合同） 

 

６．えひめ消費者ネット検討委員会等への出席 

 

   第１回 平成３０年 ５月２６日 

   第２回 平成３０年 ７月 ７日 

   第３回 平成３０年 ８月２０日 

   第５回 平成３０年 ９月２９日 

   第６回 平成３０年１２月 １日 

   第７回 平成３１年 ２月 ９日 

 

７．司法書士法施行規則４１条の２による調査 

 

本局不動産登記部門 

（１）調査日時 平成３０年９月７日 

（２）調査対象 平成２９年４月、５月、１２月及び平成３０年３月受付分 

（３）調査件数 ５５７３件 

（４）違反が疑われた件数 １５件 

 

西条支局 

（１）調査日時 平成３０年９月７日 

（２）調査対象 平成２９年８月から１０月受付分 

（３）調査件数 ２８９５件 

（４）違反が疑われた件数 １８件 

 

宇和島支局 

（１）調査日時 平成３０年９月１３日 

（２）調査対象 平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日までのうち 



（３）調査件数 １７５４件 

（４）違反が疑われた件数 ７件 

 

本局法人登記部門 

（１）調査日時 平成３０年９月１４日 

（２）調査対象 平成２９年５月、６月、１１月及び１２月受付分 

（３）調査件数 ３４９０件 

（４）違反が疑われた件数 １４１件 

 

大洲支局 

（１）調査日時 平成３０年９月１４日 

（２）調査対象 平成２９年４月から９月受付分 

（３）調査件数 ３３００件 

（４）違反が疑われた件数 ２件 

 

四国中央支局 

（１）調査日時 平成３０年９月１８日 

（２）調査対象 平成３０年１月から３月受付分 

（３）調査件数 １０３４件 

（４）違反が疑われた件数 ０件 

 

今治支局登記部門 

（１）調査日時 平成３０年９月２１日 

（２）調査対象 平成２９年６月、１０月、平成３０年１月及び２月受付分 

（３）調査件数 ２５４９件 

（４）違反が疑われた件数 ２件 

 

砥部出張所 

（１）調査日時 平成３０年１０月３日 

（２）調査対象 平成２９年４月、８月、１０月及び平成３０年３月受付分 

（３）調査件数 １７０４件 

（４）違反が疑われた件数 １０件 

 

 

 

 

 

 



 

企 画 部 

 

 １．業務の改善に関する企画、立案 

 

  （１）当会のウェブサイトの改善 

    ・ホームページ改定に向けて業者と協議進行中 

  （２）当会のＩＴ環境の改善 

    ・先例、判例等の検索サービス「リーガルガーデン」の契約更新 

 

 ２．業務に関する調査・研究 

 

  （１）研修関係 

    ・平成３０年 ７月２８日 全国法律教室担当者会議（広島県）に参加 

・平成３０年 ９月 １日 「消費者関連法研修 基礎編」（名古屋）に参加 

    ・平成３０年 ９月 ２日 法と教育学会（東京都内）に参加 

    ・平成３０年１１月１７日 民法（相続法）改正に関する関東ブロック主催の

市民公開講座に部員を派遣（新潟市） 

・平成３０年１１月２３日 「遺産承継業務全国担当者会議」（広島県）に部員 

を派遣 

・平成３１年 １月２６日 「国際業務受託推進のための研修会」を開催 

 

（２）業務推進専門部 

    ・民法（債権法、相続法）改正検討部会を開催 

    ・遺産承継業務に関する研究部会の設置 

    ・信託に関する研究部会の設置 

 

（３）空家対策 

    ・愛媛県の「空き家対策ネットワーク」に参画 

    ・空き家対策ブロック別担当者会議に部員を派遣 

 

（４）愛媛新聞に「民法（相続法）改正Ｑ＆Ａ（仮）」を連載予定 

 

３．社会貢献事業関係 

 

（１）障害者、高齢者虐待防止対策、自死問題（Ｐ） 

 

（２）松山入管及び松山市国際交流センターに外国人向け法律相談のチラシを配布 



 

 ４．業務関係図書及び物品の購入のあっせん、頒布に関する事項 

 

  （１）会員に対しての業務関連図書の案内 

（２）図書購入 

     渉外業務書式集など 

 

（＊事項末尾の「Ｐ」は、プロボノ活動対策室の事業です。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

広 報 部 

 

１．部事業関係 

 

(１) 司法書士の日記念「市民公開講座」関連 

① 広 報 

リビングまつやま掲載 

愛媛新聞チラシ折込（松山市・松山市近郊へ 10 万部） 

      ② 事 業 

           平成３０年８月３日(金) １３時３０分～１５時３０分  

いよてつ高島屋９階ローズホールにて 一般参加１１９名 

ⅰ．講演「遺言書、どう残せばよい？～事例をとおして～」 

講師 野本真由美  

ⅱ．パネルディスカッション「ここが聞きたい！相続」 

                コーディネーター 西森淳一 

                パネリスト 猪木将一 末松英之 片山雄紀（税理士） 

 

(２) 司法書士の日相談週間実施（８／３～８／１０） 

         会員に協力依頼 

         あいテレビスポットＣＭ（19 本） 

 

(３) 相続登記はお済みですか月間（２月） 

① 広 報 

           会員に協力依頼 

         リビングまつやま掲載 

         あいテレビスポットＣＭ（25 本） 

         あいテレビ「チャンネルあい」広報出演 石田博嗣 

      ② 事 業 

         集計報告については後掲 

 

(４) お仕事フェスタ２０１９参加 

      平成３１年３月２日（土）、３日（日） 

木原君代 攝津佳美 森田隆明 末松英之 

 

(５) ホームページ、フェイスブックによる広報（随時） 

      ホームページ原稿作成 

 



 

 (６) 広報物作成 

      身近な暮らし相談会チラシ 

      豪雨復興支援司法書士相談チラシ 

      災害特別総合行政相談所の広報用チラシ 

  労働局パンフ用チラシ 

 

(７)  その他司法書士の広報 

      えひめジャーナル寄稿 

      愛媛新聞「人権週間」 

 

２．講師等派遣関係 

(１) 聴覚障がい者等生活訓練事業におけるくらしセミナー講師派遣 

平成３０年９月１０日（月） 松山市総合福祉センター 

渡部高広 

(２) 法教育出前講座として高校生等の法律講座へ講師派遣 

平成３０年１０月７日（日） 愛媛県中予児童福祉施設会高校生交流会 

                                木原道雄 

     愛媛県消費生活センター児童養護施設消費者教育出前講座 

児童養護施設 松山信望愛の家（全５回）   木原道雄 

児童養護施設 三愛園（全５回）       木原道雄 

平成３１年３月１２日（火） 愛媛県立三間高校  稲田 司 

                

(３) 愛媛県用地対策連絡協議会（用対連）講師派遣 

      平成３０年６月１日（金） 愛媛県用地事務初任者研修 にぎたつ会館 

                            酒井 充 

平成３０年７月２日（月） 愛媛県用地事務専任者研修 にぎたつ会館 

                            末光祐一 

３．共催協力関係 

(１) 高齢者・障害者のための成年後見相談会広報  

   FM えひめラジオスポット（21 本）リビングまつやま 

成年後見センター･ﾘｰｶﾞﾙｻﾎﾟｰﾄえひめ支部と折半 



 

研  修  部  

実施した研修会   

                         

第１回 

日 時  平成３０年７月１４日（土）午後１時３０分～午後５時３０分 

内 容  民法（債権法）の改正と司法書士実務 

講 師  日本司法書士会連合会執務調査室委員 末 光 祐 一 氏 

会 場  愛媛県司法書士会合同会館 ４階大会議室 

出席者  ４７名 

 

第２回 

日 時  平成３０年８月１８日（土）午後３時００分～午後４時３０分 

内 容  成年後見と不動産登記業務について 

講 師  （公社）成年後見センター・リーガルサポートえひめ支部 

               谷 本 亜希美 会員 

会 場  愛媛県司法書士会合同会館 ４階大会議室 

出席者  ３１名 

 

第３回 

日 時  平成３０年９月１５日（土）午後１時３０分～午後５時３０分 

内 容  民法（債権法）の改正と司法書士実務 

講 師  日本司法書士会連合会執務調査室委員 末 光 祐 一 氏 

会 場  宇和島第一ホテル ２階会議室 

出席者  １８名 

   

第４回 

日 時  平成３０年１０月５日（金）午後３時００分～午後５時００分 

内 容  被災相談員研修会  

       災害時における法律相談と諸制度  

       ～平成３０年７月豪雨編～ 

講 師  日本司法書士会連合会市民救援委員会 

       委員 濵 口 宏 明 氏（東京会） 

会 場  大洲市 ホテル ウエストリバー にし川 会議室 

 出席者  １３名 

 

 

 



 

第５回 

日 時  平成３０年１０月６日（土）午前１０時００分～午前１２時００分 

内 容  被災相談員研修会  

       災害時における法律相談と諸制度  

       ～平成３０年７月豪雨編～ 

講 師  日本司法書士会連合会市民救援委員会 

       委員 濵 口 宏 明 氏（東京会） 

会 場  宇和島第一ホテル ２階会議室 

 出席者  １１名 

 

第６回 

日 時  平成３０年１０月２０日（土）午後０時３０分～午後６時００分 

      平成３０年１０月２１日（日）午前９時４０分～午後４時００分 

内 容  日司連同時配信研修会 

      「物損交通事故訴訟に学ぶ主張立証の考え方」 

講 師  弁護士 中 村   真 氏（方円法律事務所） 

会 場 （松山会場） 愛媛県司法書士会合同会館 ４階大会議室 

     （東予会場） 西条市地域創生センター ３階会議室 

     ＊松山・東予 同時配信 

出席者 松山会場 ２０日 １７名  ２１日 １３名 

     東予会場 ２０日  ２名  ２１日  ２名 

 

第７回 

日 時  平成３０年１０月２６日（金）午後４時００分～午後６時００分 

内 容  被災相談員研修会  

       災害時における法律相談と諸制度  

        ～平成３０年７月豪雨編～ 

講 師  日本司法書士会連合会市民救援委員会 

       委員 林   一 平 氏（愛知県会） 

会 場  愛媛県司法書士会合同会館 ４階大会議室 

 出席者  １７名 

 

第８回 

日 時  平成３０年１２月８日（土）午後１時４５分～午後５時００分 

内 容  午後１時４５分～午後３時１５分 

       第一部「所有者所在不明土地問題を考える」 

      午後３時３０分～午後５時００分 



          第二部「土地政策の課題と民法・不動産登記法の改正の動向」 

会 場  愛媛県司法書士会合同会館 ４階大会議室 

講 師  早稲田大学大学院法務研究科 山野目 章 夫 教授 

 出席者  ６６名  

              

第９回 

日 時  平成３０年１２月２２日（土）午後１時００分～午後４時００分 

内 容  ～特殊な登記名義を考える～ 

      第一部「―記名共有地、大字、神社、地縁団体、財産区、墓地、 

         判決による保存登記―」 

      第二部「―旧民法相続が絡む場合の留意事項―」 

講 師  日本司法書士会連合会 

       空き家・所有者不明土地問題等対策部委員 末 光 祐 一 氏 

会 場  愛媛県司法書士会合同会館 ４階大会議室 

 出席者  ３９名 

    

第１０回 

日 時  平成３１年１月１９日（土）午前１０時～午後５時４５分 

内 容  日司連同時配信研修会「相続法改正と司法書士実務」 

       第１講 相続法の改正の経緯と配偶者の居住権を保護するための方策        

       第２講 遺産分割に関する見直し等 

       第３講 遺言制度に関する見直しと相続の効力等に関する見直し 

       第４講 遺留分制度に関する見直しと相続人以外の者の貢献を考慮 

          するための方策 

講 師   第１講 日司連民事法改正対策部 部委員 北 詰 健太郎 氏 

       第２講 日司連民事法改正対策部 部委員 茂 木 昌 子 氏 

       第３講 日司連民事法改正対策部 部委員 及 川 修 平 氏 

       第４講 弁 護 士    浦 岡 由美子 氏 

実施会場（松山会場） 愛媛県司法書士会合同会館 ４階大会議室 

     （東予会場） 西条市地域創生センター ３階会議室 

      ＊松山・東予 同時配信 

      出席者 松山会場 ３７名 東予会場 １１名 

 

第１１回 ＊企画部主催による研修会 

日 時  平成３１年１月２６日（土）午後１時００分～午後５時００分 

内 容  「渉外不動産実務 入門 ～売買に関する添付書類を中心に～」 

講 師  日本司法書士会連合会 渉外業務推進委員会 

                委  員  内 尾 葉 子 氏（福岡会） 



 

      日本司法書士会連合会 渉外業務推進委員会 

          委 員  堀  明 子 氏（東京会） 

会 場  愛媛県司法書士会合同会館 ４階大会議室 

 出席者  １８名 

 

第１２回 

日 時  平成３１年２月１６日（土）午後１時３０分～午後６時１５分 

内 容  午後１時３０分～午後３時３０分 

       第一講「中小企業の事業承継・株主名簿と株主の整理」 

      午後３時４５分～午後５時０５分 

          第二講「近時の商業登記実務に関する改正」 

      午後５時１５分～午後６時１５分 

       第三講「公証人法施行規則の改正と実務への影響」 

会 場  新居浜市立女性総合センター （３階多目的ホール） 

講 師  日本司法書士会連合会 商業登記・企業法務対策部 

        部 委 員  西 山 義 裕 氏（札幌会） 

 出席者  ３１名 

 

第１３回 

日 時  平成３１年３月２３日（土）午後１時３０分～午後３時４５分 

内 容  ～簡易裁判所における手続き～ 

       第１講 簡易裁判所における各種手続き 

       第２講 訴状について 

       第３講 送達及び証拠について 

       第４講 簡易裁判所の訴訟手続 

場 所  愛媛県司法書士会合同会館 ４階大会議室（グリーンドーム） 

講 師  弁護士法人しろやま法律事務所所属 

       第１講  弁 護 士  岩 本 直 樹  氏 

       第２講  弁 護 士  古 澤 康 治  氏 

       第３講  弁 護 士  赤 瀬   慧  氏 

       第４講  弁 護 士  山 下 紘 平  氏 

出席者  ２８名 

                                

 

 

 

 



 

その他の執行事業 

 

１．平成３０年度日司連年次制研修会（該当会員のみ） 

 

日 時  平成３０年９月１日（土）午後１時００分～午後６時００分 

内 容  日司連作成ＤＶＤ視聴並びにグループディスカッション 

会 場  愛媛県司法書士会合同会館 ４階大会議室 

出席者  ３９名 

 

２．司法書士試験合格証書交付式出席及び司法書士合同会館にて新人研修制度並びに簡

裁代理特別研修等の説明会及び勧奨 

 

日 時  平成３０年１１月７日（水）午前１０時００分～午後１時３０分 

場 所  松山地方法務局及び当会館 

参加者  平成３０年度司法書士試験合格者 ７名 

 

 

平成３０年度会員研修会の単位取得状況（カッコ内は前年期末） 

 

会員数 ２４０名 ＊途中入会者 ９名を含む   （前年期末 ２４４名） 

甲類、乙類合わせて１２単位以上の人数 １０１名 （前年期末 １０３名） 

甲類、乙類合わせて１２単位未満の人数  ９６名 （前年期末  ９７名） 

０単位 ４３名                 （前年期末  ４４名） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

相談事業部 

 

１．司法書士による法的サービスの提供 

 

 （１）無料相談会の開催 

 

   ① 継続的相談会 

    ・司法書士総合相談センター 毎月第２水曜日 

                            （年間相談数 ６２件） 

    ・松山市市民相談室相談会  毎月第１、３木曜日 （年間相談数 ７０件） 

    ・東温市社会福祉協議会無料法律相談会 

                  毎月第４金曜日   （年間相談数 ３９件） 

    ・宇和島市役所       奇数月１回     （年間相談数  ５件） 

 

   ② 単発的相談会 

    ・「行政なんでも相談所相談会」  総務省愛媛行政評価事務所主催 

      平成３０年１０月１６日 いよてつ高島屋      相談員１名派遣 

      平成３０年１０月２４日 道の駅 みなっと     相談員１名派遣 

    ・行政相談週間に伴う「一日合同相談所」 今治市 

      平成３０年１０月１５日 イオンモール今治新都市  相談員２名派遣 

    ・「全国一斉！法務局休日相談所」  

      平成３０年１０月７日  松山地方法務局      相談員２名派遣 

 

   ③ 司法過疎地支援法律相談事業 

    ・久万高原町 毎月１回（年間相談数２２件） 

    ・三崎    毎月１回（年間相談数１９件） 

    ・日吉   偶数月１回（年間相談数 ３件） 

    ・鬼北町・松野町 青年会と共催 毎月１回火曜日又は水曜日 

（年間相談数４０件） 

 

    ・「島しょ部縦断法律相談会」四国ブロック会・中国ブロック会共催 

       平成３１年３月１７日（大島・伯方島・大三島・弓削島 相談員各 １

 

                              （相談数  ２件） 

    ・「県境無料相談会」四国ブロック会主催     

       平成３１年３月１７日（愛南町、相談員愛媛県会３名・高知県会２名） 

（相談数 １１件） 

名）



    ・司法過疎地巡回法律相談事業への助成申請（日司連） 

 

 （２）司法書士総合相談センターの円滑な運営 

    ・相談員の増員確保 

    ・個々の会員に個別に連絡の上、協力を求めた 

 

２．消費者問題対策 

 

 （１）愛媛県、市町における多重債務者相談会の対応 

    ・愛媛県多重債務者向け相談会へ相談員派遣 愛媛県県民生活課 

       平成３０年１２月１０日 愛媛県消費生活センター 

 

 （２）消費者問題対応相談会 

    ・愛媛県消費生活センター相談会へ相談員派遣 

       愛媛県消費生活センター 毎月第２、４火曜日 

    ・消費者トラブル無料法律相談会へ相談員派遣 砥部町役場 

       平成３０年１月３１日 １名派遣 

 

３．人権問題対策 

 

 （１）「高齢者・障害者のための成年後見相談会」 

（公益）成年後見センター･ﾘｰｶﾞﾙｻﾎﾟｰﾄえひめ支部と共催 

       平成３０年１０月２４日 今治        （相談数  ３件） 

       平成３０年１０月２５日 宇和島       （相談数  １件） 

       平成３０年１１月 ７日 松山        （相談数 １０件） 

 

 （２）自殺対策 

    ・愛媛県心と体の健康センター地域自殺対策関連研修会 

           平成３０年５月２３日 愛媛県男女共同参画センター 

    ・愛媛県中予地域自殺対策検討連絡会 

      平成３０年６月２６日 愛媛県中予地方局 

    ・宇和島保健所地域自殺対策検討連絡会 

      平成３０年１０月３日 愛媛県南予地方局 

 

４．法テラス愛媛に対する協力 

 

 （１）民事法律扶助法律相談員の派遣 

 （２）民事法律扶助審査会委員の派遣 



 （３）法テラス愛媛と福祉関係機関との意見交換会  平成３１年２月２０日 

 

５．身近なくらし相談会 

   平成３０年１２月～平成３１年１月 期間限定で無料対応とした 

   相談件数 ７９件（内 受託１０件 面談６４件 電話相談５件） 

 

６．豪雨災害支援 

  ・平成３０年７月１５日～平成３０年７月２２日現地相談会開催 

    相談件数５件 内訳  修繕費１件  

権利証水没１件  

家屋の滅失登記１件  

会社事業解散・清算２件 

 

  ・平成３０年８月１日～平成３１年３月３１日 フリーダイヤル電話相談 

    相談件数 ９件 

 

７．愛媛弁護士会の呼びかけによる災害時の士業連携のための準備会 

   第１回 平成３１年１月３０日 

   第２回 平成３１年３月２７日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

会報編集専門部 

  第１回 平成３０年８月１日第１９５号 発行 

  第２回 平成３１年１月１日第１９６号 発行 

 

 



 愛媛県司法書士会 （単位：円）

科　　　　目 予　算　額 決　算　額 差　 　異 備　　考

Ⅰ　事業活動収支の部

  １. 事業活動収入

    ①　特定資産運用収入 2,500 1,103 1,397

    ②　入会金収入 270,000 315,000 △ 45,000

    ③　会費収入 62,820,000 62,836,740 △ 16,740

       　 定額会費収入 51,940,000 52,102,500 △ 162,500

       　 事件数割会費収入 10,880,000 10,734,240 145,760

    ④　事業収入 805,520 762,912 42,608

       　 用紙売上高収入 600,000 589,600 10,400

       　 ホール利用料収入 175,000 166,000 9,000 （合同会館）

        　自動販売機売上収入 30,000 7,265 22,735 　　〃

       　 事業資金受取利息収入 520 47 473 特別会計利息

    ⑤　助成金収入 0 0

    ⑥　補助者負担金収入 1,230,000 1,227,500 2,500

    ⑦　雑収入 3,528,000 3,609,020 △ 81,020

        　受取利息収入 2,000 232 1,768

        　事務所費用収入 826,000 826,000 0
リーガル60万・松山支部
206千円・制連2万

        　雑収入 2,700,000 2,782,788 △ 82,788
三浦愛基金120万・司
法過疎411540・成年後
見促進20万含む

    　事業活動収入計 68,656,020 68,752,275 △ 96,255

  ２. 事業活動支出

    ①　事業費支出 16,195,000 13,799,043 2,395,957

      　  用紙仕入高 600,000 562,660 37,340

      　  広報費支出 3,300,000 2,685,209 614,791

     　   会報編集費支出 400,000 304,560 95,440 会報年２回発行

     　   研修費支出 1,100,000 1,009,155 90,845

     　   企画費支出 1,800,000 1,226,505 573,495

     　   相談事業費支出 2,100,000 1,709,393 390,607

       　 特定部門事業費支出 200,000 0 200,000

　　　　　支部交付金支出 4,590,000 4,580,000 10,000

       　 固定資産税支出 700,000 666,800 33,200 （合同会館）

       　 水道光熱費支出 300,000 300,258 △ 258 　　〃

      　  維持管理費支出 650,000 490,752 159,248 　　〃

      　  会議費支出 100,000 62,910 37,090 　　〃

     　   自動販売機電気代支出 30,000 30,000 0 　　〃

     　   保安費支出 175,000 162,000 13,000 　　〃

     　   備品費支出 150,000 8,841 141,159 　　〃

    ②　管理費支出 50,126,000 46,564,025 3,561,975

       　 役員報酬支出 2,600,000 2,320,000 280,000

       　 給料手当支出 12,000,000 11,284,169 715,831 給料・賞与等

      　  社会保険料支出 1,950,000 1,788,278 161,722

      　  福利厚生費支出 310,000 244,849 65,151

　　　　　  厚生費 165,000 162,320 2,680

　　　　　  事務職員健康診断費 145,000 82,529 62,471

        　会議費支出 4,500,000 2,542,646 1,957,354

　　　　　　総会費 1,100,000 830,886 269,114

平成３０年度　収支計算書

平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日まで



科　　　　目 予　算　額 決　算　額 差　 　異 備　　考

　　　　　　役員会費 1,300,000 1,028,920 271,080

　　　　　　委員会･部会費 2,000,000 588,880 1,411,120

　　　　　　支部長会費 100,000 93,960 6,040

        　交際費支出 800,000 772,930 27,070

　　　　　　慶弔費 400,000 452,930 △ 52,930

　　　　　　その他交際費 400,000 320,000 80,000

        　旅費交通費支出 2,500,000 2,257,080 242,920

        　通信費支出 700,000 499,448 200,552

　　　　　　通信費 400,000 239,620 160,380

　　　　　　電話料 300,000 259,828 40,172

        　備品費支出 100,000 54,000 46,000

       　 事務消耗品費支出 2,000,000 1,886,517 113,483

       　 印刷費支出 300,000 131,130 168,870

       　 水道光熱費支出 550,000 540,863 9,137

       　 渉外費支出 150,000 140,000 10,000

      　  保険料支出 1,520,000 1,478,100 41,900

　　　　　  全員加入賠償保険 1,470,000 1,422,000 48,000

　　　　　  個人情報漏えい保険 50,000 56,100 △ 6,100

        　交付金及び負担金支出 19,396,000 19,461,000 △ 65,000

　　　　　　日司連負担金 17,496,000 17,556,000 △ 60,000

　　　　　　四ブロ負担金 460,000 460,000 0

　　　　　  日司連特別会費 1,440,000 1,445,000 △ 5,000

          貸倒償却 0 424,680 △ 424,680

        　雑支出 750,000 738,335 11,665

    　 事業活動支出計 66,321,000 60,363,068 5,957,932

       事業活動収支差額 2,335,020 8,389,207 △ 6,054,187

Ⅱ  投資活動収支の部

  １. 投資活動収入 0 0 0

      投資活動収入計 0 0 0

  ２. 投資活動支出

    ① 特定資産取得支出 1,000,000 1,001,103 △ 1,103

         退職給付引当資産取得支出 1,000,000 1,000,742 △ 742

         財務調整基金積立支出 0 205 △ 205

         会館営繕積立支出 0 156 △ 156

    ② 固定資産取得支出 1,335,000 1,335,039 △ 39

         合同会館営繕積立支出 1,250,000 1,250,035 △ 35

         合同会館保険料積立支出 85,000 85,004 △ 4

     投資活動支出計 2,335,000 2,336,142 △ 1,142

       投資活動収支差額 △ 2,335,000 △ 2,336,142 1,142

Ⅲ  財務活動収支の部

  １. 財務活動収入 0 0 0

  ２. 財務活動支出 0 0 0

      財務活動収支差額 0 0 0

Ⅳ  予備費支出 3,781,458 － 3,781,458

  当期収支差額 △ 3,781,438 6,053,065 △ 9,834,503

  前期繰越収支差額 16,743,707 16,743,707 0

  次期繰越収支差額 12,962,269 22,796,772 △ 9,834,503




